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 放射性物質汚染対処特措法の施行状況について、放射性物質汚染対処特措法施行

状況検討会において審議が行われた結果、本日、「放射性物質汚染対処特措法の施

行状況に関する取りまとめ」が浅野直人座長から環境省に提出されました。 

 環境省としては、本取りまとめを踏まえ、今後、関係自治体、関係省庁等とも連

携・協力し、必要な対応を図ってまいります。 

 平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故に

より放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法附則第５

条において「法律の施行後３年を経過した場合において、この法律の施行の状況につ

いて検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずる」ものとされています。 

これを踏まえ、環境省では、同法に基づく各種施策についてその施行状況を検討す

ることを目的として、「放射性物質汚染対処特措法施行状況検討会」（座長：浅野直

人福岡大学名誉教授）を設置し、本年３月 31 日から５回にわたって開催してきたと

ころです。 

本日、同検討会の取りまとめとして、「放射性物質汚染対処特措法の施行状況に関

する取りまとめ」が、浅野直人座長から環境省に提出されました。 

環境省としては、本取りまとめを踏まえ、今後、関係自治体、関係省庁等とも連携・

協力し、必要な対応を図ってまいります。 


